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１【新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）の訂正報告書の提出理由】
　2023年２月28日付をもって提出した新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）の記載事項のうち、「第一部　

企業情報　第２　事業の状況　１　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」の記載内容の一部を訂正するため、新

規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）の訂正報告書を提出するものであります。

２【訂正事項】
第一部　企業情報　…………………………………………………………………………………………………………　 1頁

第２　事業の状況　………………………………………………………………………………………………………　 1

１　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等　………………………………………………………………　 1

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿罫で示してあります。
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第一部【企業情報】

第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

　以下の記載における将来に関する事項は、本書提出日現在において当社グループが判断したものです。

(4) 中長期的な経営戦略

　　（訂正前）

当社グループの経営理念を事業活動の基本に置き、新時代における革新的なビジネスモデルの創造、更なる利便

性の向上、安定した経営管理・組織運営の実現を目指してまいります。

これまで当社は、先進的な技術の開発と商品への活用によって、高い顧客満足度を実現し、成長を続けておりま

すが、引き続き技術の先進性を維持することにより、さらなる成長を実現して参ります。

デジタルバンク事業では、主力商品である住宅ローンについて、銀行代理店チャネルを中心に拡大し、商品では

特にフラット35を伸長することで非金利収益の拡大を進めて参ります。預かり資産については、資産形成層の安定

的な預かり資産の拡大、顧客基盤のライフステージ変化に合わせた外貨預金やロボアドサービス（注１）等の提供

により、非金利収益の拡大を目指します。

また、キャッシュレス化の進展を背景として、UXの改善などによりデビットカードを含めた決済関連の取扱高や

手数料を伸ばして参ります。特に、法人口座開設を促進することにより、手数料収益の他、トランザクション・レ

ンディングの残高増加を図って参ります。

BaaS事業では、外部媒体を活用した広告などによる事業の認知度向上及び提携先の開拓・連携を図りつつ、やみ

くもに口座拡大を図るのではなく口座あたりの収益も意識した稼働口座の獲得を促進し、各提携先の専用支店口座

の増加により、アカウント（口座）手数料を増加させる方針です。また、人材や経費等の資源を集中することによ

り、提携先の拡大と従来以上に迅速な事業の拡大を図って参ります。

また当社は、BaaS事業の取組みがもたらす、提携先の顧客、提携先、当社それぞれがWin・Win・Winとなる仕組

み及び決済や提携先等のデータを活かし、従来の銀行とは異なるビジネスモデルを確立していきたいと考えていま

す。2022年８月１日に、個人情報の利用に同意いただくことを前提に、銀行の顧客IDやBaaS事業の提携先をはじめ

とする様々なIDデータを活用した広告配信ビジネス（IDプラットフォーム事業）を担う子会社として株式会社テミ

クス・データを設立し、データプラットフォームを活用した広告事業を2023年１月５日から開始するとともに、新

たな事業として、第１次産業のサプライチェーン最適化等を手掛ける「SDGs事業」を検討しております。

当社は、デジタルバンク事業において引き続き口座数の堅調な増加を図るとともに、BaaS事業においては提携パ

ートナー数を拡大とそれに伴う口座数の増加に向けて邁進し、また、当社グループ全体での住宅ローン実行額の拡

大を目指してまいります。業務粗利益及び経常利益においては、デジタルバンク事業における更なる利益の拡大に

加え、BaaS事業においてはアカウント手数料、トランザクション手数料及び預金収益（注２）並びにBaaS子会社の

バランスにも配慮しつつ、利益の増加を目標に積極的に取り組んでまいります。

上記の取組みを含めた中期的な経営戦略による計数目標として、2025年３月期を到達目標年とする「中期事業目

標」を公表しました（2022年11月11日公表、2023年１月27日一部見直し）。中期事業目標においては、中期事業目

標期間の最終年度である2025年３月期までに経常利益400億円以上、ROE17.0％以上の達成を目標として設定してお

ります。なお、これらの計数目標の策定においては、社会経済環境、金利動向、為替動向、競争環境、規制環境、

技術革新、インターネット環境、デジタル化推進の継続、国内新築住宅供給水準の継続、その他経営環境等につい

て一定の前提を置いており、当社内において合理的な根拠に基づく適切な検討を経ていますが、これらの前提が現

実と異なる場合には異なる結果となるため将来に関する事項の達成を保証するものではございません。

（注）１．ウェルスナビ株式会社が「WealthNavi for 住信SBIネット銀行」の名称でスマートフォンやパソコン

等を通じてお客様の資産運用に関する提案をし、自動で運用を行うサービスです。利用開始時に「年

齢」「保有する金融資産額」「資産運用の目的」等の５つの質問でリスク許容度を診断し、そのリス

ク許容度に応じた運用プランが提案され、その後はその運用プランに従って自動で運用 を行う資産運

用サービスです。当社は、ウェルスナビ株式会社の取引口座（ETFの自動運用口座）開設申込みの紹

介、勧誘及び取次ぎ、お客さまとウェルスナビ株式会社との間で締結する投資一任契約の媒介を行

い、資産の管理・運用はウェルスナビ株式会社が行います。

　　　２．BaaS事業で獲得した預金は、当社全体として行うBSコントロールによって利益を生んでいるため、社

内移転価格により預金量に応じた利益の配分をするものです。

2023/03/10 10:14:55／23994230_住信ＳＢＩネット銀行株式会社_訂正公開申請書類（Ⅰの部）

- 1 -



　　（訂正後）

当社グループの経営理念を事業活動の基本に置き、新時代における革新的なビジネスモデルの創造、更なる利便

性の向上、安定した経営管理・組織運営の実現を目指してまいります。

これまで当社は、先進的な技術の開発と商品への活用によって、高い顧客満足度を実現し、成長を続けておりま

すが、引き続き技術の先進性を維持することにより、さらなる成長を実現して参ります。

デジタルバンク事業では、主力商品である住宅ローンについて、銀行代理店チャネルを中心に拡大し、商品では

特にフラット35を伸長することで非金利収益の拡大を進めて参ります。預かり資産については、資産形成層の安定

的な預かり資産の拡大、顧客基盤のライフステージ変化に合わせた外貨預金やロボアドサービス（注１）等の提供

により、非金利収益の拡大を目指します。

また、キャッシュレス化の進展を背景として、UXの改善などによりデビットカードを含めた決済関連の取扱高や

手数料を伸ばして参ります。特に、法人口座開設を促進することにより、手数料収益の他、トランザクション・レ

ンディングの残高増加を図って参ります。

BaaS事業では、外部媒体を活用した広告などによる事業の認知度向上及び提携先の開拓・連携を図りつつ、やみ

くもに口座拡大を図るのではなく口座あたりの収益も意識した稼働口座の獲得を促進し、各提携先の専用支店口座

の増加により、アカウント（口座）手数料を増加させる方針です。また、人材や経費等の資源を集中することによ

り、提携先の拡大と従来以上に迅速な事業の拡大を図って参ります。

また当社は、BaaS事業の取組みがもたらす、提携先の顧客、提携先、当社それぞれがWin・Win・Winとなる仕組

み及び決済や提携先等のデータを活かし、従来の銀行とは異なるビジネスモデルを確立していきたいと考えていま

す。2022年８月１日に、個人情報の利用に同意いただくことを前提に、銀行の顧客IDやBaaS事業の提携先をはじめ

とする様々なIDデータを活用した広告配信ビジネス（IDプラットフォーム事業）を担う子会社として株式会社テミ

クス・データを設立し、データプラットフォームを活用した広告事業を2023年１月５日から開始するとともに、新

たな事業として、第１次産業のサプライチェーン最適化等を手掛ける「SDGs事業」を検討しております。

当社は、デジタルバンク事業において引き続き口座数の堅調な増加を図るとともに、BaaS事業においては提携パ

ートナー数を拡大とそれに伴う口座数の増加に向けて邁進し、また、当社グループ全体での住宅ローン実行額の拡

大を目指してまいります。業務粗利益及び経常利益においては、デジタルバンク事業における更なる利益の拡大に

加え、BaaS事業においてはアカウント手数料、トランザクション手数料及び預金収益（注２）並びにBaaS子会社の

バランスにも配慮しつつ、利益の増加を目標に積極的に取り組んでまいります。

上記の取組みを含めた中期的な経営戦略による計数目標として、2025年３月期を到達目標年とする「中期事業目

標」を公表しました（2022年11月11日公表、2023年１月27日及び２月28日一部見直し）。中期事業目標において

は、中期事業目標期間の最終年度である2025年３月期までに経常利益400億円以上、ROE17.0％以上の達成を目標と

して設定しております。なお、これらの計数目標の策定においては、社会経済環境、金利動向、為替動向、競争環

境、規制環境、技術革新、インターネット環境、デジタル化推進の継続、国内新築住宅供給水準の継続、その他経

営環境等について一定の前提を置いており、当社内において合理的な根拠に基づく適切な検討を経ていますが、こ

れらの前提が現実と異なる場合には異なる結果となるため将来に関する事項の達成を保証するものではございませ

ん。

（注）１．ウェルスナビ株式会社が「WealthNavi for 住信SBIネット銀行」の名称でスマートフォンやパソコン

等を通じてお客様の資産運用に関する提案をし、自動で運用を行うサービスです。利用開始時に「年

齢」「保有する金融資産額」「資産運用の目的」等の５つの質問でリスク許容度を診断し、そのリス

ク許容度に応じた運用プランが提案され、その後はその運用プランに従って自動で運用 を行う資産運

用サービスです。当社は、ウェルスナビ株式会社の取引口座（ETFの自動運用口座）開設申込みの紹

介、勧誘及び取次ぎ、お客さまとウェルスナビ株式会社との間で締結する投資一任契約の媒介を行

い、資産の管理・運用はウェルスナビ株式会社が行います。

　　　２．BaaS事業で獲得した預金は、当社全体として行うBSコントロールによって利益を生んでいるため、社

内移転価格により預金量に応じた利益の配分をするものです。
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